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「米国関税措置の影響を受ける中小企業・小規模事業者向け融資相談窓口」の 

開設について 

 

経済産業省は、米国の自動車に対する追加関税措置の発効と相互関税の発表を受け

た対策として、４月３日、全国の関係機関での特別相談窓口の設置や資金繰り支援措

置等を実施する旨を発表しました。 

 当県においても、この関税措置により影響を受ける中小企業者等の資金繰り等に関

する相談窓口を、本日、開設しましたのでお知らせします。 

 

記 

 

１ 開 設 日：令和７年４月４日（金） 

２ 相談時間：月曜日～金曜日（祝日を除く） 

午前８時３０分から午後５時１５分まで 

３ 設置場所：「別紙１」のとおり 

４ 内 容：岐阜県中小企業資金融資制度（県制度融資）による支援制度の案内（「 

別紙２」）、その他支援情報の提供等 
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【参考：国の支援概要】 

 

①相談窓口の設置 

・各地の経済産業局、政府系金融機関、商工団体、中小企業基盤整備機構等に特別

相談窓口を設置（全国約 1,000箇所） 

   ※県内：日本政策金融公庫県内支店、商工中金県内支店、信用保証協会（県、

岐阜市）、各商工会議所、県商工会連合会、県中小企業団体中央会、県よろ

ず支援拠点 

②資金繰り・資金調達支援 

・関税影響を受けた中小企業のセーフティネット貸付の利用要件の緩和 

※日本政策金融公庫等の政府系金融機関の資金メニュー「セーフティネット貸

付」の要件緩和 

・官民金融機関に対し影響を受ける中小企業の相談に丁寧に応じるよう要請 等 

③中堅・中小自動車部品サプライヤーの事業強化 

・サプライチェーンにおいて適切な価格転嫁が阻害されないよう、関係業界に対し

要請 等 

 

（経済産業省ホームページ：報道発表ＵＲＬ） 

 https://www.meti.go.jp/press/2025/04/20250403001/20250403001.html 
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